
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

(3) 特記事項
なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

千円

601 2,478,991 555,366 1,046,641 4,080,998 6,790

千円 千円 千円

給　 料 職員手当

1,134,371

期末・勤勉手当

人件費

　　　　　　Ｂ

　　　　　計　　　　　Ｂ

人件費率

5,538,525

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

千円人19年度

区分

17.6

18年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

86,141 31,382,230

人　

区分 歳出額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

(18年度末)

御殿場市の給与・定員管理等について

（参考）実質収支

17年度の人件費率

　　　　　　％

　　　　Ｂ／Ａ　　

　　　　　　　　　　　％

18.3

職員数 給 与 費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ

H14
100.2

H14
99.8

H14
101.2

H19
102.1

H19
96.7

H19
97.9

90.0

95.0

100.0

105.0

御殿場市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１9年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円

歳 円

（注）１　「平均給料月額」とは、１9年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で
 　　　　 ある。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　

（注）１　民間データは賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用（平成16年～18年の平

     ２　技能労務職の職種と民間の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等は完全には一致していな
     ３　年収ベースの公務員（Ｃ）及び民間（Ｄ）のデータはそれぞれ平均給与月額１２倍したものに前

1.77

　　支給された期末・勤勉手当（民間においては年間賞与額）を加えた試算値である

―
うち清掃職員 6,812,020 4,192,600 1.62御殿場市

― ―

うち給食員 6,145,348 3,466,100

区分
参考

年収ベース（試算値）の比較
公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

（廃棄物処理業従業員）

類 似

42.2 331,489

国

48.8

類似団体

御殿場市

44.4

43.5

388,075

378,039

425,085

407,607

平均給料月額

42.0

352,682

40.7 325,724

429,290

平均給与月額平　均　年　齢

手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

43.3

民間事業者平均

47.0

団 体

　　　　　　区　　分

御殿場市

347,689 394,00444.1

国

－　　　

うち学校給食関係

うち清掃業務関係

区 分

367,244

383,541

475,100

428,771

平均給与月額

332,756

299,800

287,094

平 均 年齢 平均給料月額

371,710

320,514

331,155

379,354

375,803

391,139

手当などの諸手当の額を合計したものである。この うち、上段はこれら全ての諸

民間事業者平均 －　　　

（調理師） 43.1 251,400
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(2) 職員の初任給の状況（１9年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

－ － － －

円 円 － －

円 円 － －

（注）括弧内は国における区分

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１9年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）それぞれの区分に該当する職員の平均。該当する職員がいない場合は－と表示。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１9年４月１日現在）

（注）１　御殿場市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

部長・次長

７級
45

28

２年後の給料

14.5

　　　　　　　　人

185,800172,200

140,100

区 分

一般行政職

(行一Ⅱ・Ⅲ種）

主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

－

－

中　学　卒

－

－

　　　　　　　　％

377,800

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

61

76

　　　　　　　　人

7.1

－

　　　　　　　　％
６級

15.5

－

経 験 年 数 ２ ０ 年

383,675

－

356,633

－

（－）

294,200

技能労務職 316,260

－

15.561

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

職員数

30 7.6

19.3

課長・参事

　　　　　　　　％

３級

４級

５級

主幹・副主幹

副参事

－

35 8.9

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

11.5

　　　　　　　　％

課長補佐

２級

１級

幼稚園教諭 大　学　卒

副主任

主事・技師

－

（行二）

技能労務職

８級

高　校　卒

幼稚園教諭

一般行政職

区　　　         分

57

　　　　　　　　人

－

大　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

短　大　卒

高　校　卒

185,800

国

初任給

149,800140,100

２年後の給料

149,800

経 験 年 数 １ ５ 年

185,800

経 験 年 数 １ ０ 年

初任給

御殿場市

140,100

中　学　卒

149,800

172,200

区　　分

245,300短　大　卒

標準的な職務内容

175,600

172,200

152,800
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(2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当（１９年４月１日現在）

千円　

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算　５～２０％ 役職加算　５～２０％

管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　　　　　　　人

１８年度 短縮して昇給した職員数

0.0

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

403

（1.6） （1.6） （0.75）

普通昇給機関（１２～２４月）を

職 員 数

0

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

一般行政職区　　　　　　　　　　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

3.0

国

普通昇給機関（１２～２４月）を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　人

１７年度

職 員 数

短縮して昇給した職員数

御殿場市

－

1.45

420

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　％

1,758

3.0 1.45

0.0

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

（0.7）

0

１人当たり平均支給額（１８年度）

１級
1.7%

１級
2.2%

１級
15.5% ２級

10.5%

２級
13.2%

２級
7.6% ３級

7.4%

３級
7.7%

３級
8.9% ４級

10.3%

４級
7.9%

４級
19.3%

５級
39.1%

５級
19.9%

５級
14.5%

６級
14.3%

６級
28.5%

６級
15.5%

７級
9.8%

７級
13.9%

７級
11.5%

８級
6.9%

８級
6.7%

８級
7.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 退職手当（１９年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給）　　４号給～８号給

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

 (3) 地域手当（１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

41.34

10,282

128,121

47.50 59.28

59.2859.28

13.4

主な支給対象職員

国の制度（支給率）

11

左記職員に対する支給単価

6.0

33.50

主な支給対象業務

環境課職員

手当の種類（手当数）

手当の名称

59.28

47.50

10,141

23.5030.55

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

23.50

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

国

１件当たり5,000円

日額1,000円

116,841

市税(国民健康保険税を含む。以下
同じ。)及び介護保険料について滞納
処分を執行した職員

１件当たり1,000円行旅病人取扱作業に従事した職員

日額800円

30.55

ごみ収集、犬・猫・野生動物等の死体
処理作業又は下水道汚水処理作業
に従事した職員

富士山の海抜1,402メートル以上にお
いて勤務した職員

行旅死亡人等死亡人取扱作業に従
事した職員

支給実績（１８年度決算）

山岳作業手当

行旅死亡人等死亡人取
扱作業手当

滞納処分手当

社会福祉課職員

伝染病・害虫防疫作業手
当

27,398

全域

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

支給実績（１８年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

税務課・国保年金課
職員

社会福祉課職員行旅病人取扱作業手当

59.28

593

59.28

御殿場市

33.50 41.34

0

伝染病若しくは害虫が発生し、又は
発生のおそれがある場合において、
次に掲げる作業に従事した職員
(1)　伝染病患者の救護又は伝染病菌
の付着した物件若しくは付着の危険
がある物件の防疫作業
(2)　伝染病菌を有する家畜又は有す
る疑いのある家畜の防疫作業
(3)　害虫の駆除又は害虫の防疫作業

不快作業手当

216,054

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度）

日額600円

日額600円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

土木課・市街地整備
課職員

111,519

184,025

支給実績国の制度
異なる内容

支給職員１人当たり

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

社会福祉業務手当

内容及び支給単価

83,026

千円

4,537 567,125

日額600円

市税、介護保険料、下水道事業受益
者負担金、手数料又は使用料の滞納
整理に従事した職員

福祉事務所に勤務する職員が、現業
に従事したとき

国の制度と

午後４時３０分から翌日午前１時１５分
までの勤務(準夜勤)又は午前０時３０
分から午前９時１５分までの勤務(深夜
勤)に従事したとき

公共用地の取得等のため、交渉業務
に従事した職員

死体を取り扱ったとき

214,537

宿日直手当

千円

異

2,068

社会福祉課職員

支給実績（１７年度決算）

55,539

持家　6,000
ほか　1,500

管理職手当 異

同

扶養手当

夜間に勤務した場合 同

通勤手当

宿日直勤務をした場合
１日　５０００

扶養親族を有する場合
配偶者　13,000
その他　6,000　ほか

職員が負担する家賃等に
対する生活補給金
借家で最高28,000　ほか

住居手当

管理職にある場合
部長　15%
課長　12%　ほか

休日に勤務した場合

夜間勤務手当

休日勤務手当

通勤のため交通機関等を
利用する場合
定期券実額　ほか

用地交渉手当

税務課・国保年金課
職員

滞納整理手当

204,941

64,971

（１８年度決算）

38,333

46,309

（１８年度決算）

千円

千円

790支給額

準夜勤１回当たり2,500円
深夜勤１回当たり3,000円

同

支給実績（１８年度決算）

との異同

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

手　当　名

日額600円

日額600円

千円 5,000

104,093

１件当たり5,000円

258,500

78,490

平均支給年額

異

異

612,312千円支給率

支給額表

救急医療課職員夜間看護手当

死体取扱手当

救急医療センター勤務
手当
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５　特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（常勤の教育長を含む。）

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

0

在職期間を通算

0 　

　

　　（算定方式）

△ 1

293,000603,300

　（支給時期）

591,500

247,000

合　　計
660

農 林 水 産

教 育

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

水 道

そ の 他

小 計

下 水 道

商 工 9

土 木

　特
　別政
　行部
　　門 小 計

71

115

小 計 479

対前年
増減数

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

民 生

議 会

112

総 務 142

税 務

6

議 員

副 議 長

副 市 長

3.35

報
酬

区 分

680,000

給 料 月 額 等

570,000360,000議 員

425,000

（参考）類似団体における最高／最低額

443,0001,053,000860,000

期
末
手
当

退
職
手
当

議 長

給
料

副 市 長

副 市 長

議 長

市 長

副 議 長 380,000

市 長

34

職 員 数

組織機構改革に伴うスタッフの統合等

　

4.45

0

0

9

29

組織機構改革に伴うスタッフの統合等

490

下水道業務量の増

※条例定数に教育長は含まない。

労 働

衛 生

△ 9

670,000 340,000

報酬月額×在職月数×２５／１００

報酬月額×在職月数×４２／１００

平成19年 平成18年

871,000

1

75

6

34

72

　

組織機構改革に伴うスタッフの統合等76

1

29

△ 11

0

116

〃

0

△ 1

組織機構改革に伴うスタッフの統合等

 

112

［0]

115 116 △ 1

0

684 △ 24

0

△ 1

［710]

29

24

66

13

29

［710]

0

66

△ 1

23 1

14

151

市 長
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成1９年4月1日現在）

　

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

人

23歳 27歳

計画期間

64 5729

31歳

人 人

平成17年4月1日 平成22年3月31日 -36人（-5.3%）

648人（一般行政、特別行政、公営企業等会計計）
※現在作成中の定員適正化計画において目標値の見直しを行っております。
（平成18年3月策定）

数値目標

職員数

始　期 終　期

731

人 人 人

61 51 54 66 108 95 0

以上43歳35歳

人 人人 人 人 人

55歳47歳 51歳

～ ～

48歳40歳32歳 36歳

～ ～

44歳

～

39歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳

～

区　分

未満

20歳 20歳 24歳 28歳

659

人

計

52歳

59歳

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成
比

%
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③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、平成17年～平成21年の5年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

（参考） （各年４月１日現在）

７　公営企業職員の状況

　(1)　上水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

イ　予算

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

346,611

千円　

54,736

1,176,022

18年度 　　　　千円

Ａ  

区分 総費用

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める

66

・・・

質収支

職員給与費純損益又は実

66

職員給与費比率

10 3

・・・

・・・

17年度の総費用に占

△ 24

（参考）

千円

7,485

0

△ 1

・・・

・・・

千円　 ％　　　　

672

給　 料　　　　　　Ａ

職員数

66

増 員

公営企業
等  会  計

減 員

職員数

計

平成1７年

減 員

差 引

増 員

1８年

△ 24

　　　　　計　　　　　Ｂ

648

める職員給与費比率Ｂ　

％　

195,856

千円　

16.516.7

66 65

△ 22 △ 15 ・・・ △ 37

13

区分

209,57428 28,354

職員数

19年度 千円　 千円　人　

給 与 費

126,484

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　期末・勤勉手当職員手当

一人当たり給与費

千円　

差 引 △ 12 △ 12

職員数 684 672 660

△ 10

・・・ △ 2

1 ・・・ 2

△ 1

・・・

1

0

117 116 115 105

△ 1 ・・・ △ 2 △ 11

115

1 0 ・・・ 1

△ 2

△ 11

・・・ △ 3

△ 11 △ 22

501 490 479 ・・・

8 2 ・・・

・・・ 17年～1９年 （参考）

・・・ △ 12

479 478

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

平成1７年 1８年 1９年

・・・

２年目

△ 32

10

△ 19 △ 13

一般行政

減 員

増 員

差 引

職員数

（参考）

数値目標

1９年 ・・・

計

計 数値目標

17年～1９年

計画前年

計画前年 1年目 2年目 ・・・

３年目 ・・・

差 引 △ 1

増 員

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

△ 1

特別行政

減 員
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ウ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含まない。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当（１9年４月１日現在）

千円　 千円　

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算　５～２０％ 役職加算　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（１８年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給）　　１号給～３号給 （退職時特別昇給）　　１号給～３号給

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

ウ　地域手当（１9年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

一般行政職企業職

一 般 行 政 職

47.50

6.0

支給対象地域 支給率

一般行政職

3.0 1.45

（1.6）

30.55

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

一般行政職の制度（支給率）

27

59.28

支給対象職員数

44.4

494,173381,752

平均月収額

1,949

平　均　年　齢

475,100

１人当たり平均支給額（１8年度）

企 業 職

１人当たり平均支給額（１8年度）

367,244

全域

47.50 59.28

10,141 27,398

59.2859.28

33.50 41.34

59.28

6.0

27,398

23.50

59.28

3.0

33.50

基本給　　　　　　区　　分

46.4

23.50

企業職

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

30.55

1.45

支給実績（１8年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１8年度決算）

6,679

247,370

（1.6） （0.7）

41.34

10,141

（0.7）

1,758
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エ　特殊勤務手当（１9年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

日額600円
水道料金の滞納整理の業務に従事
する者

日額600円

１回当たり1,000円水道工務課職員

水道工務課職員

水道工事に係る現場作業に従事する
者

勤務時間外に登庁を命じられて、緊
急作業に従事した者

公共用地の取得等のため、交渉業務
に従事した者

主な支給対象職員

水道業務課職員

水道工務課職員

水道工務課職員

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

国の制度と

61,926

同 4,254

持家　6,000
ほか　1,500

千円

2,262 千円 102,818

千円

支給実績

千円 0

5,031 千円 628,875

0夜間勤務手当 夜間に勤務した場合 同

管理職手当
管理職にある場合
部長　15%
課長　12%　ほか

異 支給率

住居手当

通勤手当
通勤のため交通機関等を
利用する場合
定期券実額　ほか

異

異

支給額表

1,672
職員が負担する家賃等に
対する生活補給金
借家で最高28,000　ほか

支給職員１人当たり
（1８年度決算） 平均支給年額

（1８年度決算）

283,600　

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

扶養手当
扶養親族を有する場合
配偶者　13,０00
その他　6,000　ほか

国の制度

支給実績（１７年度決算） 4,737

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算） 215,318

支給実績（１８年度決算） 3,942

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 207,474

用地交渉手当 日額600円

塩素ガスその他有毒物質の取扱いに
従事する者

停水処分手当 日額800円
水道料金の滞納者に対して、給水停
止処分を行う者

水道作業手当 日額600円水道工務課職員

緊急出動手当

有害薬品取扱手当

手当の名称

滞納整理手当

支給職員１人当たり平均支給年額（１8年度決算）

支給実績（１8年度決算） 1,080

41,538

職員全体に占める手当支給職員の割合（１8年度） 96.3

手当の種類（手当数） 6
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④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)③の参考を参照

29人
※現在作成中の定員適正化計画において目標値の見直しを行っておりま
す。
（平成18年3月策定）

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平成17年4月1日 平成22年3月31日 -1（-3.3%）
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